
応、資料の取り寄せのために使用します
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使用料及び手数料

01 184 184 0

08 11 11 0

10 10 10 0

11 4 4 0

15 01 01 01 05 00 消費生活センター活動コーナー使用料 27 27 27 0

差引一般財源 △27 182 △27 209

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

令和 3年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 3. 消費生活センター管理運営事業

1. 総務管理費

15.消費者行政推進費 消費生活センター

（佐倉市）　　

第２章
人と自然が調和した安心して暮らせるまち（都市基 -

盤・住環境） 令和 3年度 -

経常 単独 計画 0 0 182 基本施策８
市民相談・結婚支援 令和 4年度 -

令和 5年度 -

施策２
安全な消費生活を守ります 令和 6年度 -

令和 7年度 -

その他

27 0 27 △27

27 209 27 0 182

・消費生活センターにおいて実施する消費者保護事業、 ・当市における消費者行政の拠点施設として設置した消 ・消費生活センターの管理運営を適切に行い消費者保護

消費者啓発事業等が適切に推進できるよう、消費生活センター全体とし 費生活センターを中心に各種事業を的確に執行できるよう、消費生活セ 事業及び消費者啓発事業を円滑に推進できるようにすることで、消費生

て必要な管理運営に要する事務を執行します。 ンターの運営に関する重要事項を協議することで、市民参加による事業 活の安

・消費生活センターにおける事業を消費者・事業者・行政の共働により の推進を図ります。 定向上に寄与できます。

推進するため、消費生活センター運営委員会を開催します。 ・消費生活センター運営協議会を設置し、合意に基づく事業運営をする

ことで、市民の需要に即した効率的な事業展開を図ることが可能となり

ます。

・通信費、郵便料は、出先機関のため急ぎの場合

の資料の送付や、相談者への対


